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今回は、機構集積協力金交付事業を
紹介します !!

１ 地域集積協力金

集積・集約化タイプ、集約化タイプの２つがあります。どちらも交付対象地域が以下の要件を満た
す「地域」であることが必須です。
【交付対象地域】
●同一市町村内の一定区域であり、全域が同一の「人・農地プラン」のエリアに含まれていること
●「人・農地プラン」の作成・実行のための話し合いの単位になっている地域
　⇒農業集落、大字、学校区など　または　10ha 以上のまとまりのある農地
●「人・農地プラン」が実質化されていること（令和元年度及び令和２年度に限り、工程表の公表で可）等

⑴ 集積・集約化タイプ…機構を活用して担い手への農地集積・集約化に取り組む地域を支援します
【交付要件】
●交付対象面積の１割以上が新たに担い手に集積されること
※貸付期間が６年未満の農地は交付対象外となります

【交付単価】
●農林統計上用いられている地域区分（旧市町村別）及び機構の活用率に応じて変動します。
※中間農業地域と山間農業地域に該当し、中山間地農業ルネッサンス事業の地域別農業振興計画に位置
づけられている地域は「中山間地域」、それ以外の地域は「一般地域」

機構集積協力金交付事業とは？
２つのメニューからなる国庫事業
①地域集積協力金：地域における話し合い（人・農地プラン）に基づき機構にまとまった農地を貸し付けた　

地域を支援する
②経営転換協力金：農地を貸し付けて担い手への農地集積・集約化に協力する農地の出し手を支援する

※いずれも農業振興地域の区域内の農地が対象になります。

機構の活用率
交付単価

一般地域 中山間地域

20％超 40％以下 ４％超 15％以下 1.0 万円 /10a

40％超 70％以下 15％超 30％以下 1.6 万円 /10a

70％超 30％超 50％以下 2.2 万円 /10a

50％超 2.8 万円 /10a

〇機構の活用率
＝当該年度の貸付面積／地域の農地
面積（前年度までの貸付面積を除く）

〇交付対象面積
＝対象期間内の貸付面積－再貸付面積
－貸付期間６年未満の農地面積



　事業の名前は、なんとなく聴いたことがあるような…という方もおられると思いますが…
いかがだったでしょうか？
　要件が複雑なところはありますが、地域又は所有者へ交付されるものです。
先ずは県公社の貸し借りを活用していただくことが前提となりますので、是非ご
活用をお願いいたします。
　次回は、担い手となる受け手に交付される交付金を紹介させていただきます。

（K・N）

編集後記

⑵ 集約化タイプ…担い手同士の耕作地の交換等により農地の集約化に取り組む地域を支援します
【交付要件】
以下の要件を満たす「地域」
●地域の農地面積に占める担い手の１ha以上（中山間地及び樹園地については 0.5ha 以上）の団地面積
の割合が 20％以上増加すること

●すでに担い手の１ha以上の団地面積の割合が 40％以上の地域において、担い手の１団地あたりの平均
農地面積が 1.5 倍以上となること

【交付単価】

機構の活用率 交付単価

40％超 70％以下 0.5 万円 /10a

70％超 1.0 万円 /10a

年　　度 交付単価

令和元年度から３年度 1.5 万円 /10a（上限 50万円／戸）

令和４年度及び５年度 1.0 万円 /10a（上限 25万円／戸）

〇機構の活用率
＝当該年度の貸付面積／地域の農地面積（前年度までの
貸付面積を除く）

２ 経営転換協力金

【交付対象者】
●農業部門の減少により経営転換される方
●リタイアされる農業者の方
●農地の相続人で農業経営を行わない方

【交付要件】
●全ての自作地を 10年以上機構に貸し付け、かつ、12月末までに農地が機構から担い手に貸し付けられ
ることが必要です。
※遊休農地を所有しておられる方について

　⇒解消していただくか、農業委員会が行う利用意向調査を通じて機構への貸付けの意思を文書で表明し
ていただく必要があります。

【交付単価】

※令和４年度及び５年度は、1の地域集積協力金と一体的に取り組む場合についてのみ交付対象。

問い合わせは最寄りの市町村農地担当課までお願いいたします。（公社ではありませんのでご注意ください。）
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